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研究成果の概要（和文）：本研究では、世界の平和的発展のための基礎情報の収集のために、「文化多様体解析CULMAN
」と称する国際比較パラダイムのもとで、特に人々の「信頼感」のあり方に焦点を当て、「アジア・太平洋価値観国際
比較」を遂行した。収集したデータは、既存の関連データとともに、世界へ一般公開してきた。成果は、統計数理研究
所の調査研究リポートのシリーズ,website,学術誌(Bahaviormetrika)特集号等にて公表した。(http://www.ism.ac.jp/
editsec/kenripo/contents.html及びhttp://www.ism.ac.jp/~yoshino/index.html)

研究成果の概要（英文）：The main objective of our project is to investigate peoples’social values and 
attitudes in the Asia-Pacific region in order to facilitate peoples' mutual understanding for the peace 
and prosperity in th eworld. We have carried out "the Asia-Pacific Values Survey," under our paradigm of 
cross-national survey research called "Cultural Manifold Analysis (CULMAN)." Based on rigorous 
statistical sampling theory, the face-to face survey was conducted to cover Japan, USA, China [Beijing, 
Shanghai, Hong Kong], Taiwan, South Korea, Singapore, Australia, India, and Vietnam.
　For the series of our survey reports and the summary report, see 
http://www.ism.ac.jp/editsec/kenripo/contents_e.html. Our website of cross-national survey research is 
shown in http://www.ism.ac.jp/~yoshino/index_e.html, which covers our past cross-national surveys also, 
including the oversea Japanese surveys in USA and Brazil.
 See also papers of the special issue in Behaviormmetrika, Vol.42, No.2　(2015　July).

研究分野：社会調査
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
  統計数理研究所では、1953 年以来、60 年
以上にわたり「日本人の国民性」調査を継続
してきた。 この研究は 1970年頃より国際比
較調へと拡張され、「連鎖的比較 (Cultural 
Link Analysis)」や「文化多様体解析
(Cultural Manifold Analysis)(CULMANと
略す)」と呼ばれる方法論が発展し、「データ
の科学」という実践パラダイムの展開に結び
ついている。 
 この方法論の発展の過程で、ハワイ、ブラ
ジル、米国西海岸の日系人調査、1987-93年
には日米欧の 7ヶ国比較などを遂行し、さら
に近年はアジア地域に着目し、2002-2005年
の「東アジア価値観国際比較」、2005－2009
年の「環太平洋価値観国際比較」を遂行して
きた。 
 これらの調査は、厳密な統計的無作為標本
抽出法にもとづく面接調査として遂行され、
「日本人の国民性」の時系列データと「意識
の国際比較」データとを交絡させ、人々の意
識の多様な側面を浮き彫りにしてきた。 
 日本人の国民性」調査は、戦後早い時期か
ら遂行され、米国の GSS、ドイツの
ALLBUS 、欧州の Eurobarometer など、
各国・地域が類似の継続調査を遂行する動機
となったと言われる日本の独創である。また、
ミシガン大学を中心とする世界価値観調査
（WVS）のような 1つの調査票で収集された
数値の大小で世界各国を比較しようとする
のとは異なり、われわれの国際比較調査は、
各地域の社会・政治・経済の状況及び統計的
無作為調査の実践的条件の差違を詳細に勘
案して、調査データの収集と多次元的な解析
を進めるというアプローチをとってきた。 
  
２．研究の目的 
  21世紀初頭の今日、世界秩序の再構成が進
み、国家を超えた単位によって構成された国
際社会が生まれつつある。それが世界の平和
と繁栄へと繋がるためには、国家間、民族間
の円滑な相互理解が重要である。その成功の
ためには、現在の国内外の状況を適確に把握
する必要がある。われわれの研究の主目的は、
各国の人々の意識構造の統計科学的に解明
することにある。 
  このような背景の中で、本研究の目的とし
て、特に、以下 a)～c)に重点をおいて研究を
遂行する。 
a) 文化の伝播変容を統計科学的に解明する
ため、アジア・太平洋諸国の人々の意識構造
について統計的標本抽出法に則った面接調
査を遂行する。 
b) 特に、21 世紀における国際交流の中で、
アジア・太平洋諸国民の「信頼感」のあり方
に焦点を当て、世界の政治・経済の平和的発
展の一助となる基礎情報の収集を推進させ
る。 
c) 収集した「アジア・太平洋諸国民の意識
調査」の情報を中心に、統計数理研究所がこ

れまで集積してきた「意識の国際比較調査」
データとともに世界へ一般公開する。 
３．研究の方法 
 アジア・太平洋価値観国際比較のための調
査対象の国・地域は、統計的無作為標本抽出
法で面接法による調査が可能であることを 1
つの条件として選考し、まず、日本、USA,韓
国、中国（北京、上海、香港）、台湾、シン
ガポール、オーストラリア、インドを定めた。
これらにおいて、過去の経験や知見、現地の
調査会社との綿密な打ち合わせで、現地調査
の実態を把握して、収集されるデータの品質
評価に留意した。それらの国や・地域につい
ては、過去の調査の経験もあるが、前回調査
を越える質を求めて、改善策を練った。 
 これらの国・地域に加えて、東南アジア諸
国に対象の拡大を試みた。各国の統計的標本
抽出調査の質やコストについて情報収集し、
各種の社会状況をも勘案し、その結果、ベト
ナムの全国調査を遂行した。 
 調査は以下のような年次で進められた。 
 
  アジア・太平洋価値観国際比較(APVS) 
2010 年…日本（国際比較版）,アメリカ 
2011 年…中国(北京、上海,香港),台湾 
2012 年…韓国,シンガポール、オーストラリア 
2013 年… インド、ベトナム、日本（「日本人の国
民性」調査） 
 
 他方で、国際比較のために各国語への翻訳
は、基本的には、各言語ともバイリンガルの
翻訳者に日本語（もしくは英語）版の調査票
をもとに各言語へ翻訳させ、それを別のバイ
リンガルに日本語（もしくは英語）へ再翻訳
させ、その結果をもとの日本語（もしくは英
語）と対照させ、翻訳の妥当性を検討した(バ
ック・トランスレーション）。必要であれば、
これを幾度か繰り返した。日本語と英語以外
への翻訳のほとんどの場合は、もとを日本語
にするか、英語にするかで、翻訳への影響を
完全には避けられない事実には留意した。ま
た、シンガポールは、英語と中国語、英語と
マレー語、英語とヒンズー語の 3種類の調査
票を用意して、回答者ごとに合わせて適用し
た。しかし、インドでは英語とヒンズー語、
英語とタミル語など、8 種類の調査票を用意
したが、現地調査会社の方法の通常用いる方
法に従って、これらは回答者ごとではなく、
調査都市毎に各人種や主言語の分布を考慮
してどれを適用するか定めた（しかし、実態
として、各回答者の主言語との乖離の率は少
なくなかった恐れがある）。 
 その他、各国・地域の調査の方法は、比較
的完備した住民基本台帳等が世論調査にも
活用できる日本以外では、統計的無作為標本
抽出の観点からは著しい問題点が見受けら
れる場合も少なくはなかったが、いずれにせ
よ、われわれの方針は、現地の調査会社が通
常の世論調査で用いている方法の詳細を学
び、それによって得られるデータの質を評価



できるようにするという方針に徹した。これ
は、たとえ、われわれの目から見て、統計的
にはバイアスのあるサンプリングであって
も、当該の国でそのような方法で通常の世論
調査が行われて、その国の政治や経済に影響
を与えているとすれば、それが重要な意味を
持つ実態となると考えるからである。 
 総じて、各国の事情でやむを得ないのだが、
日本以外は、「1人 1票の民主主義」の手続き
としてはサンプリング自体が何らかのバイ
アスがあり、理想からは乖離していると言わ
ざるを得ない。特に、人口の点では世界最大
の民主主義国と言われるインド、民主主義国
ではないベトナムでは、全国レベルでの代表
サンプルの抽出という理念からは外れてい
る。ただし、調査方法自体の差違が各国の政
治・経済・社会状況を象徴している側面があ
り、この点も重要に思える。 
 各国の調査方法の詳細については、後述の
統計数理研究所・調査研究リポート（吉野・
芝井・二階堂、2015）や、吉野（2014）を参
照のこと。 
 
 調査票の内容については、日常生活に関す
る広範な項目をカヴァーしているが、特に信
頼感に関する質問や関連する項目などは、以
下のとおりである。 
 
信頼感に関する質問項目・・・ 問 22, 24(ソーシ
ャル・サポート）, 問 55 (社会的参画）,問 2, 3 国
家間の友好[タテマエとホンネ],問 36, 37, 38（対
人的信頼感),問 52（組織等への信頼感）iii 
・生きがいに関する質問項目・・・ 問 8, 51 
・「お化け調査」関連の質問項目・・・ 問 26, 33, 
39, 
 
 また、データ解析においては、当該のデー
タのみに着目した狭量な解析に堕すること
がないように、特に、統計数理研究所による
60 年以上にわたる時系列調査「日本人の国民
性」調査など、主要な関連データとの総合的
解析を目指した。この過程で、特に人々の「生
きがい」や「お化け調査」関連の項目群に関
する調査項目群が取り入れられたことに留
意する。これらは、従来、巷間よく用いられ
てきた米国の GSSの信頼感項目や WVSの公的
機関への信頼項目で解明できる範囲を乗り
越えて、各国の人々の信頼感や関連する意識
を探ろうとする試みで採用された。また、こ
れらはすべて、国際比較調査のパラダイム
CULMAN の下で遂行された。データ解析も、単
なる表面上の数値の大小比較に堕さぬよう
に、また人文社会科学では限界のある「仮説
検証法」ではなく、「データの科学」の理念
に則り、多様な項目群を同時に扱ったり、多
次元データ解析法を活用したりして、現実が
自然に浮き彫りになるべく、多面的なデータ
の取り扱いを志向した。 
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４．研究成果 
 本研究の目的と計画に沿って、「文化多様
体解析 CULMAN」と称する国際比較パラダイム
のもとで、特に人々の「信頼感」のあり方に
焦点を当て、「アジア・太平洋価値観国際比
較」を遂行し、集計データは各国・地域ごと
にその都度研究リポートとして刊行し、最終
的に総合報告書としてまとめた。 
 広範な項目群をカヴァーしているので、全
体を一言では要約しがたいが、特に「人々の
信頼感のあり方」については、例えば、GSS
の信頼感の 3項目については、米国は経済の
変化などともに比較的敏感に変化するよう
であるが、日本はそれに比べると比較的安定
した様相（1983-2008 年）を見せてきたと言
えよう。しかし、さらに詳細に観ると、1973
年のオイルショックやニクソンショックの
後や 2011 の東日本大震災の影響など、大事
件の影響は推察でき、また 1990 年前半から
のグローバリゼーションの名の下で、20年以
上にわたる変革がもたらしてきた混乱の中
で、(表面上現れる程度は米国ほどではない
にしても)日本もやはり「信頼感」は経済の
状況と密接に結びついていることを推察さ
せた（図 1）。 
  
 GSS の信頼感 3項目 
問 36 「たいていの人は、他人の役にたとうとし
ているか、自分のことだけに気をくばっているか」 
問 37 「他人はスキがあればあなたを利用してい
ると思うか、そんなことはないか」 
問 38 「他人は信頼できるか、用心するにこした
ことはないか」 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（注釈）日本の時系列データ（問 36,37,38 すべて
に楽観的回答の率）は 1983-2008 年の間は比較的
安定しているが、1978 年や 2013 年の変化が目立
つ。米国は、総じて日本よりも変化が大きく、経
済状況と雇用状態などとの相関が推定される。長
年、日本では終身雇用で安定し、不景気で給与が
減っても解雇は避けられていたが、1973 年頃の不
況や、この 20 年ほどの非正規雇用者の増大など、
雇用状況が急激に悪化して、人々の信頼感の安定
性を脅かしてきたかもしれない。 



 

表
１ 

北
京 

上
海 

香
港 

台
湾 

韓
国 

新
嘉
坡 

印
度 

豪
州 

米
国 

日
本 

越
南 

問

36 72 66 43 46 52 50 55 59 51 41 70 

問

37 57 58 40 53 53 49 34 63 53 57 21 

問

38 42 36 21 21 32 34 45 45 31 44 23 

 
  表 1 は、各国・地域の回答分布を示す。
ただし、国際比較データを読む場合は、各国
の人々の一般回答傾向（日本人は両極端を避
け中間的な回答を、フランス人は批判的回答、
インド人は楽観的な回答を選好する傾向が
あるなど）や性差（女性の方が自己開示傾向
が高く、満足感を尋ねれば男性よりも高く表
れるが、不満足感を尋ねればやはり高く表れ
る傾向があるなど）を十分に加味して、実質
的な比較を慎重に進めるべきである。 
 
 総じて、各国や地域の基本的な人間関係の
ありかたに関する制度や事柄は、長年にわた
り比較的安定しているものであり、それを急
変させるのは社会に混乱をもたらすもとと
なり、また、一度壊れた状態を修復するのは
また長い時間がかかりそうである。この 20
年ほど、グローバリゼーションの名の下で、
家庭、教育現場、職場での人間関係が乱され
てしまったが、その早急な回復が政治や経済
の安定の回復にも繋がろう。 
 因みに、「日本人の国民性」調査の時系列
データは、1980 年代後半以降、人々にとって
「一番大切なもの」（自由回答）は「家族」
が急増し、トップに躍り出ている。これは、
崩壊したものを回復させるとき、人々は一番
大切な原点に目を向けることを示唆してい
ないか。 
 
 他方で、WVS の社会集団や公的組織等への
信頼に関する項目群では、われわれはそれに
「科学技術」に対する信頼を尋ねる項目を追
加した。総じて、どの国も「科学技術」に関
する信頼感は、他の項目に比べて高い。特に、
中国が著しく高く出ている。ただし、信頼感
の表明と不信の表明については、対極と考え
るのではなく、相補的にとらえる視点が重要
である。例えば、政治的制度にしても、「不
信の表明は、民主主義が成熟している証拠で
ある」と国際政治学者 Mattei Dogan の言う
ように 、人々が当該の対象の効用と限界を
よく熟しているからこそ、本当の信頼を持っ
て使いこなせるということもあり得よう。こ
の 20 年ほど、経済成長の著しい中国は、他
方で水や空気などの自然環境を極端に犠牲
にしてきて、今、そこからの脱却に苦闘して
いるのである。 
 他方で、「宗教団体」に関しては、多くの

国が不信感を持っている。日本は、一方で「宗
教」に関しては寛容であり、また尊重してい
るのだが、「宗教団体」に対しては、やはり、
オウム真理教など、宗教団体が起こした事件
があり、不信感があろう。中国は、歴史上、
宗教団体が政府を転覆させることが幾度も
あり、警戒感が強い。 
 因みに、「宗教」という概念自体、洋の東
西や、一神教と多神教の国での違いが著しく、
宗教や宗教意識に関して、単純に表面上の回
答分布の比較はすべきではない。また、ベト
ナムなど、個人的な「信仰 religious faith]
と政府に登録すべき「宗教 religion]とを区
別している国もあり、その扱いは容易ではな
い。 
 また、価値観に関して、「問 34. A (親孝
行),  B(恩返し),  C(個人の権利),  D (自
由の権利)の中で最も大切と思うもの 2 つ選
べ」の回答結果は示唆的であった（表 2）。 
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B&C 15 6 2 3 5 6 7 6 4 11 4 

B&D 6 11 2 3 6 5 8 3 4 5 2 

C&D 19 5 2 3 7 5 10 7 2 27 4 

 
 アジア諸国は、「親孝行」と「恩返し」を
選択するものが大半であるが、米国や豪州も、
「個人の権利と自由の権利」の選択はアジア
よりも多いものの、過半数には遠く及ばない。
他の関連項目の回答分布をも総合的に勘案
すると、「親や子、家族」を一番大切と思う
ことは、洋の東西を越えて、またおそらく時
代を越えて普遍的なものと思われる。ただし、
家族のあり方、親や子との関係のスタイルは、
国々や時代で多様な様相が見られるものと
推察する。（注意.各国で親を大切にする気持
ちは、各国同様であるものの、アジア以外の
国では、「親孝行」の厳密な翻訳は、文化の
差違を越えるのは困難であった。これ自体が、
国際比較の貴重な知見の１つであろう。） 
 
 各国・地域の調査結果の詳細は、統計数理
研究所の調査研究リポートのシリーズとし
て発刊し、海外の国会図書館を含み、国内外
の大学や調査関連機関に配布してきた。デー
タ解析については、関連する各テーマについ
て、行動計量学会、日本心理学会、国際社会
学会（ISA),アジア世論調査ネットワーク学
会（ANPOR)等の学会で発表を重ねてきた。 
本研究と密接に遂行された 2013 年「日本人
の国民性」調査については、文科省における
記者会見を通じて、国内外の広範なマスメデ
ィアに取り上げられた。 
 各国・地域の調査データ集計表等について
は、統計数理研究所の和文・英文の各 website



「国際比較調査」を作成し、詳細を明示した。 
http://www.ism.ac.jp/~yoshino/index.html及び
http://www.ism.ac.jp/~yoshino/index_e.html 
 最終的には、「アジア・太平洋価値観国際
比較—総合報告書」を統計数理研究所・研究
リポートとして取りまとめた。これは、前述
の各調査リポートとともに、website(和文・
英文)からもダウンロード可能なようにした。  
http://www.ism.ac.jp/editsec/kenripo/index.html  

及び 

http://www.ism.ac.jp/editsec/kenripo/index_e.html 

特に、最新の解析論文の数編は、
Behaviormetrika 特集号にて公表予定である
(採択済み、2015July 発刊予定)。 
 これらを世界の方々の御参考に活用して
いただきたいと思うが、他方で、その際に、
国際比較が、安易な数字の大小比較に堕さな
いように、各データがいかなる条件のもとで
収集されてきたかについては、十分に留意願
いたい。標本抽出法の違いや翻訳の問題によ
る比較可能性の限界があり、他方で各国・地
域の調査会社の質、あるいは通常とられてい
る調査方法自体こそが各国の政治、経済、社
会の状を如実に語っているという事実にも
十分な留意を願いたい。 
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